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ンド) 商品が著しく増大している｡ 日経 POSデ
ータによると, スーパー業界で常温, 冷蔵 (チ
ルド), 冷凍の加工食品における PB 商品の売上
高比率 (以下, PB 比率) は過去10年間 (2000 - 
2010) で7.4％から8.4％に上昇している1)｡ 
今後, PB商品の開発を拡充する小売企業は一段
と増える見通しである｡ 『日経 MJ (流通新聞)』 
｢2010年度小売業調査｣ (2011年 6 月29日付) によ
ると, 回答企業 (食品, 非食品系小売企業を含む
479社) のうち PB 商品を販売している企業は70％









多く, ｢品揃え (選択肢) が増えた｣ ｢品質が向
上した｣ の 2 つがそれに次いでいる (『日経消費
ウオッチャー』 2009年 8 月号掲載の日本経済新聞
社・産業地域研究所調査, 有効回答者数505人)｡ 




によると, 食品メーカーの約57％が過去 3 年間で 







り, 低価格 PB 商品の開発機運が急速に高まった 
(日本経済新聞社 ［2009］)｡ しかし, PB商品ブーム
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は今回が初めてのことではない｡ 総合スーパー
業界はこれまでに数回, PB商品開発ブームを経験












起きた｡ 本格的な PB づくりへの挑戦がさまざま
なかたちで追求された時期である｡ ダイエーが
中堅家電メーカーを買収し, 低価格のカラーテレ








に, 第三次ブームが訪れた｡ ｢価格破壊｣ のう
たい文句の下, 海外で開発・製造された PB 商品




過去の PB 商品開発ブームは ｢無印良品｣ や 
｢セービング｣ というわが国小売業界を代表す




にかけて衣食住 3 部門合計の PB 比率は20％前
後で推移していたが, その後不採算 PB が削減
された結果, 90年 2 月期には約13％に下落して
いる (矢作 ［1996］)｡ 









りする企業まで現れた (矢作 ［2000］ ［2009］, 














2 . 問題の所在 
2.1. 慎重なメーカー対応 
PB商品の増勢に対するNBメーカーの反応は
複雑である｡ 当然である｡ NB 商品を展開する
メーカーにとって同一商品カテゴリーにおける
PB の伸長は自社 NB の後退を意味するから, 有
力食品メーカー各社は当然, PB 商品の台頭に警
戒を強めている｡ かりに, PB 商品の製造を請け
負えば, ｢下請けメーカー｣ となる｡ そればか














決まるでしょう｡ ただ, 欧米のように PB
の比率は高くならないと思います｡ 日本
の消費者の嗜好は極めて多様化しており, 
大きな塊ではないです｣ (『日経 MJ (流通
新聞)』 2010年 6 月14日付)｡ 
□ 日清食品ホールディングス安藤宏基社長 
｢(業界全体の) 即席めん販売額に占める
PB の割合は, 2009年上半期 ( 4 ～ 9 月) に
約 2 割に高まった｡ だが, これ以上増え
ることはないとみている｡ 価格で選ぶ消
費者は国内で  2 割くらいと思われる｣ 
(『日本経済新聞』 2010年 1 月24日付)｡ 








ばなりません｣ (『日経 MJ (流通新聞)』 
2009年 1 月26日付)｡ 
食品メーカー各社が総じて, 小売業の PB 商
品製造受託事業に消極的であることはデータ面
でも裏付けることができる｡ 食品需給研究セン
ター ［2010］ 調査では, ｢PB 商品への取り組み
は販路維持・拡大の一環であり, 是々非々で対
応する｣ とする慎重派が約85％と圧倒的多数を















たてば, 小売りが主導する PB 商品の製造受託事
業に消極的な姿勢を示すのは当然の結果である｡ 
しかし, 詳しくみてみると, PB 商品に対する
メーカーの対応はかなり微妙な様相を呈してい
る｡ まず, PB 商品の製造受託事業はすでに相当
程度, 浸透している｡ 販売額に占める PB 比率 
(専用商品を含む) をみると, ｢ 1 割未満｣ の企
業が約33％で最も多く, 次いで ｢ 1 割以上 2 割
未満｣ が約29％となっており, 合計すると,  2 
割未満の企業が全体の約61％を占めている｡ し
かし, PB 比率が ｢ 5 割以上｣ の企業も約11％存






特に, 中小メーカーでは PB 商品の製造受託
への依存度がかなり高い｡ 年間売上高が1,000
億円以上の大規模企業グループでは約56％が
PB 商品の売上高比率 ｢ 1 割以下｣ であるのに
対して, 同50億円未満の中小メーカーでは PB






















場商品 (locally produced items) では PB 商品の
浸透率が相対的に高いことが判明している 
(Padberg ［ 1968 ］ , Corstjens and Corstjens 
［1995］, Koskinen ［1999］, 矢作 ［1976］ ［2000］, 
大野 ［2010］)｡ 
英国を例にとると, ジャム, チーズ , ドラ
イ・パスタ, マヨネーズ, トイレット・ペイパ
ー, キッチン・ペイパー, 冷凍野菜, 包装済みベ
ーコン・ソーセージ, 果汁, 牛乳, チーズ, 調理
済み食品等の PB 比率が高く, シャンプー等の
トリレタリー商品やビール等の嗜好品は NB 商
品が強い (矢作 ［2000］)｡ 
日本においても, 類似の傾向を確認できる｡ 
日経 POS データ (2010年) で最新の商品カテゴ
リー別 PB 比率をみると, 加工食品の中では冷
凍食品が11.0％, 豆腐・納豆, 生めん・ゆでめん, 
牛乳・乳製品等日配食品が10.3％とやや高く, 
炭酸飲料・野菜ジュース等の飲料類が6.9％, 食










に対して, 日清食品とエスビー食品は NB 商品
のブランド力が強い即席麺や即席商品, 調味料












NB メーカーにとって, PB 商品に対するブラ
ンド戦略の対応は, PB 商品の製造受託を一切行
わず NB 商品のみのシングルブランド戦略, NB, 
PB 両方を製造するダブルブランド戦略, そし
てPB商品を主に製造するPB製造受託専業戦略





長 (当時) は, こう明言する (『日経 MJ (流通新
聞)』 2007年 8 月22日付)｡ 
｢NBの品質は PBよりも高い｣ ｢メーカーは
対抗してNB の価格を下げるため, PB のシェア
はある一定以上には高まらない｣ ｢ライオンは
絶対に PB の下請けはしない｡ それは (トイレ
タリー業界の) 他社さんも同じだと思う｣｡ 
しかし, 歴史的現実はより複雑である｡ 1970





託事業は, 主力 NB 商品以外のカテゴリーで行
われる傾向がみられる｡ 
同 ② トップメーカー以外の NB メーカー
では主力NB商品カテゴリー内でのPB商品の製
造受託例が相当数確認できる｡ 
同 ③ トップメーカーが主力 NB 商品カテ





当時, ①の代表的 PB としては, ダイエー・花王
石鹸の食器洗いクレンザー, 西友ストアー・ラ
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イオン歯磨のベビー・パウダーがあり, また②の
例としては西友ストアー・サンスターの練り歯磨






品で PB の製造を受託している例といえる｡ 
すなわち, ある時 ｢PB はつくらない｣ と宣
言しているメーカー含めて, NB メーカーの PB
に対する対応は流動的である可能性がある｡ さ



































表 1 生めん類の国内生産動向 (単位：原料小麦粉使用トン) 
 うどん 中華めん 皮類 そば 合計 
1995 255,779 374,209 24,837 74,513 729,338 
96 254,017 374,000 24,958 71,870 724,846 
97 245,992 364,113 24,619 71,650 706,374 
98 241,111 356,925 23,384 70,531 691,951 
99 244,025 351,825 22,929 67,519 686,298 
2000 250,066 345,601 23,333 67,719 686,719 
01 253,539 351,732 22,468 68,726 696,464 
02 249,680 344,845 22,411 68,023 684,968 
03 254,137 336,950 20,266 63,860 675,212 
04 246,095 331,754 20,162 62,609 660,619 
05 239,613 315,990 18,321 57,236 631,161 
06 233,576 299,662 15,800 53,771 602,810 
07 229,821 298,810 15,286 52,089 596,006 
08 229,187 295,612 14,208 47,764 586,778 
09 217,566 293,665 15,011 43,423 569,665 
10 208,712 291,955 13,645 40,455 554,766 
増減率 ▲18.4％ ▲22.0％ ▲45.1％ ▲45.7％ ▲23.9％ 
出所：農林水産省 『食品産業動態調査』, 全国製麺協同組合連合会資料｡ 
注：①増減率は, 2010年対1995年比, ②皮類は ｢餃子等皮類｣｡ 
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生めん市場は通常, ｢和日配｣ と呼ばれて, 
加工肉や牛乳・乳製品の ｢洋日配｣ と区別され





















おり, 2011年度も前年度 2 ％強減少したと推計さ




用) を除くと, 1,000社を切る状況にあるという 
(全国製麺協同組合連合会資料)｡  
生めん市場は典型的な地場商品である｡ ｢さぬ
きうどん｣ ｢伊勢うどん｣ ｢名古屋きしめん｣ ｢信













































約62％を占有している (表 2 参照)｡  




食品メーカーであり, 残り 1 社はめん専業のシ
マダヤ, もう 1 社は調理めん分野で PB 商品製
造受託メーカーとして急成長したニッセーデリ
カが上位 4 社の一角に食い込んでいる｡ 
｢NB 対 PB｣ というブランド間競争では, ｢マ


















ん, 蒸し焼きそばの 3 主要商品は長さ1.8メートル 
( 6 尺) のショーケース 3 ～3.5台分とかなり広い




は PB 商品で占められていると推定されている5)｡ 
以上のように生めん類は食品小売業において
重要な売場であり, ｢NB 対 PB｣ というブラン
ド間競争が活発化している代表的な商品である｡ 











表2 有力メーカーのチルドめん類売上高 (2011年度) 
 本 社 資本金 (百万円) 売上高 (億円) 取扱商品等 
東洋水産 東京 18,969 474 焼そば, 生ラーメン, うどん等 
シマダヤ 東京 11,000 246 めん専業メーカー 
ニッセーデリカ 東京 466 220 セブン＆アイグループに密着 
日清食品チルド 東京・大阪 100 153 生ラーメン, パスタ等 
朝日食品工業 埼玉 1,000 114 豆腐, 漬物を兼業 
菊水 北海道 180 83 札幌生ラーメン等, 伊藤ハムグループ 
中野食品 埼玉 146 76 家族亭の子会社 
名城食品 愛知 73 70 焼そば, うどん, そば等 
西山製麺 札幌 90 31 札幌生ラーメン, 焼そば等 
恩地食品 大阪 20 30 関西拠点に食品, 焼きうどん等 
注：①各社有価証券報告書, ホームページ, 日刊経済通信社調査等を基に筆者推定, ②LL (ロングライフ) めん
を含む, ③一部調理めん, スープ, 具材, 乾めんを含む, ④中野食品の売上高は2010年度｡ 
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4 . 聞き取り調査の結果 
4.1. 東洋水産 




し, 日清食品に次ぐ第 1 位の市場シェアを有し
ている｡ 2011年 3 月期の連結売上高は3,059億
円, 純利益は124億円で, 水産食品, 海外即席め














向にある (『酒類食品統計月報』 2012年 4 月号)｡ 














う自社営業網を活用して, 市場 (イチバ) ルー
トを開拓する独自の営業部隊を組織化し, 試食




練り込こんだ ｢瓦焼きそば｣ (中国・九州) 等の
エリア商品数品目を投入している｡ 










のまま入れる ｢鍋用ラーメン｣ をヒットさせた｡ 
｢とにかく手数を多く出して売場を活性化して, 
店頭価格を維持する｡ その中から, ホームラン
































｢焼きそば｣ 以外の分野では, PB 商品の製造を
一部受託している｡ シェアの低い商品分野であ
れば, 店頭シェア確保のため, カニバリゼーシ
ョン (共食い) を厭わず, 有力チェーンや共同







る｡ 東洋水産は ｢セブンプレミアム｣ の ｢北海
道産小麦使用うどん 3 食入｣ を製造している｡ 





ちなみに, 2012年 2 月の首都圏大型店舗にお
ける販売価格は東洋水産 ｢玉うどん 3 食入｣ 
148円に対して, ｢セブンプレミアム｣ の ｢北海
道産小麦使用うどん 3 食入｣ は128円と約14％ 
(20円) ほど安い｡ 
なお, 2011年現在, 東洋水産の PB 商品の製造
受託事業は生めん類の売上高の 5 ％以下にとど
まっていると推定される (PB 商品の定義は注 1 
参照)｡ 
4.2. シマダヤ 































うち, 第 1 項に ｢シマダヤブランドを守り, 育















の ｢シマダヤのうどん｣ を投入し, 新製品攻勢
をかけた｡ その結果, 過去 5 年間 (2007～2011
年) のシェアは第二位の10％前後で安定的に推








可能となり, ｢流水めん｣ や ｢シマダヤのうど

















ン系小売業向け PB 商品や専用商品の製造を, あ
る程度引き受けざるを得ない状況に陥っている｡ 
2011年現在, 生めん類 (チルド商品) の売上
高のおよそ10～15％が PB 商品で占められてい
ると推定される｡ これはトップの東洋水産と比
べて, 高水準である｡  
PB 商品の製造受託事業は赤字を出していな
いが, メーカーの利益と固定を合算した限界利
益率は NB 商品と比べて , 低下するという 
(2011年11月, 12年 3 月聞き取り調査)｡  
その理由は, 第 1 に, NB 商品は工場の生産ラ
インが一日通して同一商品で稼働できる十分な




第 2 に, メーカーの利益が圧縮される｡ PB商
品の店頭販売価格が NB 商品と比べて, 大幅に
引き下げられても, 小売り側は ｢粗利益額｣ 確
保のため, 大幅に高い粗利益率を要求してくる
のが通常であり, メーカーの取り分は ｢額｣, 
｢率｣ ともに圧縮される傾向にある｡ 






































どん・そばで 1 日 5 万食の生産能力を確保し, 夜
勤体制を敷いてスーパーへの即日納品を実現し
た｡ 夜10時30分に受注した注文を明け方 4 時頃
まではスーパーの日配食品センターに納品し, 
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乾めん事業を再開したのがその 1 つである｡ 卸
を介さない直販方式で, 製造原価40円のめんを
100円で売るところを 1 食70円で販売するのが
狙いである｡ 2004年には別会社 ｢翁の郷｣ を設
立し, 本社工場脇に直販所を設置したほか, イ
ンターネット取引を拡大し, 乾めん事業を年商 









































































品質検査室では延べ 7 人の技術者が 1 日製品, 
半製品を約100種類抜き取り, 塩分や水分の状




(田中社長談, 同上調査) という｡ 
新工場のもう 1 つの強みは, 生産性の高さで
ある｡ 新工場は 1 直55人体制で,  6 つの生産ラ
インを動かし,  1 日約20万食を生産している｡ 
生産部門の人員は生産工程の自動化により 3 分
の 1 削減できた｡ また, 地下水の利用が可能と
なり, その面でもコストが節約できた｡ 福島, 
宮城両県では ｢青木｣ ブランドのゆでうどん, 
生ラーメン, 焼きそばが販売されているが, 売
上高の 4 分の 3 以上は ｢セブンプレミアム｣ や
電鉄系 8 社会等, 相手先小売業のブランドがつ
いた PB 商品と特定小売業向け専用商品が占め
ている｡ PB, 専用商品の販売価格は当然, 低く
抑えられており, 量産効果で利益を出すしかな

















備償却等の固定費が ｢薄利｣ を上回るので, 赤
字経営が続く見通しである｡ ただし, 生産能力







めん専業メーカーである｡ 千葉, 神奈川, 福島, 
愛知県の 4 工場で,  1 日平均約20万食の商品を
製造している｡ 主力商品はざるそば, 冷やし中











商品 ｢つけめん一心｣ を発売し, 全国のイトー
ヨーカ堂で販売した｡ 2012年 3 月期の売上高は
220億円と順調に伸び, 生めん業界では東洋水
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レーンとなる｡ そのかたわら, 1964 (昭和39) 年
山梨に機械工具の製造・販売会社ニッセーを設


























作 ［1994］ や今回の聞き取り調査 (2012年 3 月) 
から, 次のように要約できる｡ 


















第 2 に, NB 商品と比較して, 需要予測がしや











メーカーと 1 つのチームを構成して, 商品開発
に取り組んできた経験の蓄積は経営強化の基盤
となっている｡ 
逆に, マイナス面もある｡ 一番大きな問題は, 
適正利潤の確保である｡ ニッセーデリカの営業
利益は 2 ,  3 ％と推定されるが, 新規工場建設
に伴う償却負担を考えると, 同 5 ％は確保した
いというのが供給メーカーとしてのスタンスで
ある｡ 担当エリアの店舗数の増大や担当エリア
の拡大に伴い, 数年に 1 度, 新工場建設や増設
が必要となる｡ 最近では, 2000年, 需要増に対






















ニエンスストア新聞』 2008年 7 月15日付)｡ 









せて 5 ラインを設けていても, 通常は 3 ライン
しか動いていない｡ 残り 2 ラインは遊ばせてお
くのが通例である｡ それが, 夏のピーク時には 











NB 商品 ｢つけめん一心｣ には長年かけて開発








5 . 研究課題の検討 
5.1. 研究課題 ①｢PB 製造受託事業に対するメ
ーカー対応の違い｣ 





ことができた｡ しかし, PB 受託製造に対する対
応はメーカーによりかなり異なっていた｡ 
業界トップの東洋水産と同第 2 位のシマダヤ





めていた｡ その結果, PB 商品の製造受託事業に






PB 商品に対するメーカーの対応の違いは,  1 
つには新製品の開発力の差に起因しているとい
える｡ ブランド価値は, たとえば, コカコーラ
の原液配合レシピや味の素のうま味調味料をつ
くり出すアミノ酸製造技術等々の独自技術を基
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研究・開発体制が欠如していた｡ 
もう 1 つは, その結果つくり出されたブラン
ド力の差である｡ 東洋水産は乾めん分野で獲得


































る東洋水産は, ｢焼きそばでは PB 商品をつくら







ために, 大手小売企業の PB 商品製造を受託し
たと推測できる｡ 
それに対して, シマダヤの PB 比率は東洋水
産より高い｡ 東洋水産の ｢焼きそば｣ のような
圧倒的なシェアを持つ看板商品が見当たらない｡ 
















は 2 ないし 3 品目で, そのうち 1 品目は必ず PB
商品である｡ となると, 残り 1 ないし 2 品目の
NB 商品しか大量陳列されない｡ これは, なか
なか厳しい生存競争である｡ 
なぜなら, 大手メーカー 1 社でもそば・うど
ん, 焼きそば, ラーメンのそれぞれで複数ブラ
ンドを持っている｡ しかも, NB 商品は常時, 大
量陳列される保証はなく, 通常は新製品投入の
タイミングや販売動向, 取引条件を勘案して, 
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業員を雇用している｡ 黙っていても償却費や人
件費といった固定費は発生する｡ PB 商品 1 品












いるのも, 確かである｡ したがって, ｢ 3 食入焼





これは, 矢作 ［1976］ の分析結果と一致する
点と, 必ずしもそうでない点との双方がある｡ 
トップメーカーの東洋水産は, 看板ブランドの 





ム｣ の ｢うどん 3 食入｣ は北海道産小麦粉使用
を訴求点にしているが, 全国販売している自社
ブランド商品 ｢玉うどん 3 食入｣ と商品コンセ
プトや品質, 価格帯の面で異なるセグメントと
はいいがたい｡ さらに, 東北, 信越, 関東, 静
岡で販売している ｢北海道小麦を使った玉うど
ん 3 食入｣ と同一コンセプトである｡ 
すなわち, 矢作 ［1976］ の分析結果① ｢NB
メーカーは主力商品 (東洋水産の場合 ｢焼きそ
ば｣) 以外のカテゴリーで PB 商品を製造受託す
る｣ とは一致しているが, かりに, うどんを 
｢準主力商品｣ とみなせば, そのブランド戦略
は微妙に揺れ動いていることになる｡ 
業界第 2 位のシマダヤは看板商品の ｢流水め
ん｣ や ｢恵比寿生ラーメン｣ 以外でのうどんや
ラーメンで多くのチェーン小売業に対して PB
商品を幅広く供給している｡ その意味では, 矢









また, 矢作 ［同］ の分析結果③については, 





5.3. 研究課題 ③｢PB 製造受託事業の採算性｣ 
小売り, メーカーの両段階において市場集中
が進む中で, 岩崎食品, 青木食品, ニッセーデ
リカの 3 社は PB 製造受託事業に生きる道を見
出していた｡ しかし, 先行きについては微妙な
相違がみられた｡ 青木食品は製造受託事業を中




















経営志林 第49巻 2 号 2012年 7 月  31 
設備償却費の負担が重く, 当面, 利益の出にく
















たがうアームズ・レングス (Arms’ Length) 関係
にとどまっている｡ 
5.4. 研究課題 ④｢PB 製造受託専業メーカーの
成長力と収益力｣ 
アメリカには, The Private Label Manufacturers 
Association (PLMA) という PB 商品の製造受託
企業の業界団体があり, トレードショー等を通
じて専業メーカーの地位向上に努力している｡ 
1979年に設立され, 現在世界各国の PB メーカ
ーやマーケティング会社等が参加している｡ カ
ナダの飲料メーカー, コッツ (Cott Corp.) はそ
の代表的な企業で, 自らの事業領域を, ｢プラ
イベート・レーベル受託製造業｣ (Private-Label 








メーカーの中から, わらべや日洋, 武蔵野, フ
ジフーズ等年間販売額600億円以上の企業が現











合, とりわけ新規受託した PB 商品の低収益性
について言及していた｡ ｢鍋焼きうどん｣ や 
｢ざるそば｣ 等コンビニエンセスストア向け調
理めんの場合は, 協同組合 NDF に多数のメー
カーが参画しており, 長年の実績の積み重ねで
メーカー, 小売り, 共同配送担当企業という 3 
者間の粗利配分のルールが確立されている (矢
作 ［1994］)｡ しかも, 調理めんは単価が高く, 
具材供給部分もかなりあるので, メーカーのう
ま味がまだ残されている商品である｡ それに対
して, ｢セブンプレミアム｣ の ｢玉うどん 3 食





理由も, そこにある｡ シマダヤの木下社長は, 







それでは, なぜメーカーにとって PB 製造受
託業の利益は低くなるのか｡ 図 1 は日本経済新
聞社が調査報道した日本のカップめんの NB・
PBのコスト構造比較, 図 2 は食品需給センター 
［2010］ が聞き取り調査から推定した加工食品
の NB・PB コスト構造比較, そして図 3 は, 
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各図に共通している点がある｡  1 つは, PB 商
品の小売価格は NB 商品比で大幅に低下してい
るが, 小売マージンは金額ベースで同一 (アメ
リカ, 日本・加工食品) か, 若干高い (日本・カ




利益におよんでいる｡ アメリカの場合, PB のメ
ーカー利益額は 4 分の 1 近くに減少している｡ 
日本・カップめんの場合, メーカー・卸の合算
マージンは24円から14円と 4 割削減されている｡ 








































図 3 米国の加工食品のコスト 
構造比較 
NB PB 
注： Quelch & Harding (1996) を翻訳, 一



































注： ①日本経済新聞 [2009] の32
頁の図を一部修正・加筆して
使用, ②カッコ内の数字は販
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メーカーが ｢できれば NB 一本でやりたい｣ と
考えている理由がよくわかる｡ 
 2 つには, 日米とも原材料費や製造費等の製
造原価が絶対額で削減されている点である｡ 低
価格 PB 商品の場合は, 原材料費や製造原価の
低減もやむをえない措置ともいえるが, NB商品
比で品質は同等で, 価格が低い ｢標準的 PB 商
品｣ の場合, それでよいのか懸念される｡ 





異なる点もある｡ 日本の NB 商品の場合, メ
ーカーの拡販費・宣伝広告費や卸の取り分が相
当程度支出されているのに対して, アメリカの














を効率的に動かし, ｢顔｣ (パーケージ) のみ
各々の小売企業向けに変える専用商品づくりで, 
取引拡大と採算維持を図っていた｡ 
しかし, そのように類似の PB 商品が市場に
出回ることは, PB 商品で競争を差異化し, ロイ
ヤルカスタマーづくりを目指す小売企業にとっ
ては, 決して望ましい状況ではない｡  3 つのコ
スト構造比較で, いずれも原価が削減されてい
る点は, たとえ低価格 PB だとしても品質保持
に問題を残していることを示唆している｡ その
意味では, 小売りとメーカーが協働関係を構築
して, 独自の価値を提供する PB 商品づくりに
取り組むことが双方に求められている大きな経
営課題となる｡ 
6 . 最後に 
現状では, PB 商品の製造受託事業に関する研






















 1) 日経 POS データは25企業144店舗を対象とした
月単位の単品データベースで, 対象企業はジャス
コ, ユニー, サミット, 関西スーパーマーケット, 
コープこうべ等の総合スーパー, 食品スーパー, 
生活協同組合等を含む｡ 対象商品は日経の大分類
で ｢豆腐・豆腐製品｣ から ｢冷凍惣菜｣ まで加工
食品で41カテゴリーある｡ 今回のデータは, 菓子, 
酒類は除き, チルド商品, 飲料, 乾物, 調味料, 即
席食品, 缶詰, パン, 冷凍食品に絞り, 集計した｡ 
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したがい, NB 商品として集計されているが, 本稿
ではそれを PB 商品として集計し直した｡ たとえ
ば, ｢CGC キューピーマヨネーズ｣ のような場
合は PB 商品として集計した｡ ただし, 商品属性
は NB 商品と同じだが, 小売業者による独自のブ
ランド呼称がなく, 包装等を一部分変えた特定小
売業専用商品 (食品業界では ｢留め型商品｣ と呼
ぶ場合がある) は NB 商品として集計されている｡ 
  なお, 本文中の PB 商品には, ①販売元の小売業
者名のみで販売され, 独自のブランド名が表記さ








ーの玉うどん 3 食入｣, ④製造元のメーカー名が表
記されているが, ブランド名は一般的で, 当該小
売企業専用商品である (例：セブン‐イレブン・
ジャパンの ｢ざるそば｣) 場合を含んでいる｡ 
  したがって, 日経 POS データに基づく加工食品
全体と各メーカーの PB 比率は算出基準が微妙に
異なっている｡ 




｢A Nielsen Global Private Label Report｣ (2009年デ
ータ, 金額ベース) によると, 欧州のグロサッリ
ー (食品・日用品雑貨) 小売市場の PB 比率は約
35％, アメリカでは同20％弱と推計されている 
(同社ホームページ2011年 3 月 4 日)｡ 










模と推定されている｡  その成長過程は矢作 
［1994］ 参照｡ 
 5) ちなみに, 富士経済 『PB 食品市場の実態調査 
2011』 (調査実施期間2010年10月～同年12月) によ
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